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編暦業務の歴史 

                         令和５年（２０２３年）７月３日 

星の友会 

 

・明治時代、海軍省所属の水路部は英版の航海暦を購入し艦艇や一般船舶に配付していた。

当時の英版航海暦は天文暦（天体の精密位置を掲載した暦）と航海用の暦の用途を合わせ持

ったものであった。一方、米国・ドイツ・フランスは天文暦と航海暦を区別していたので、

これにならって、わが国でも航海暦の編集（注：独立推算ではなく、英版の資料に基づき航

海用の暦を編集すること）を計画するが予算が認められない。 

・明治３７～３８年（１９０４～１９０５年）の日露戦争により外国版の暦の入手が困難と

なり、外国版の暦に依存することの不利不便を痛感。 

・明治３９年（１９０６年）２月に松本和水路部長が航海暦編纂方取調委員長となり、その

下に図誌科の技生１名を配し簡単な航海暦の編集に着手。１０月からは海軍教授の蘆野敬

三郎が水路部御用取扱となりこれを助ける。 

・明治３９年（１９０６年）１２月に「明治４０年海軍航海年表」を創刊。英版の天文暦か

ら資料を取り、太陽・月・惑星および恒星位置のグリニッジ正午における値と、水路部で推

算したわが国の主要港の高潮時表、潮信表・日出没時表・経緯度表など掲載。 

・明治４２年（１９０９年）８月から明治４３年（１９１０年）８月まで蘆野教授が編暦業

務調査視察のため欧米へ出張。 

・明治４３年（１９１０年）１２月に図誌科内に編暦掛が置かれる。 

・大正３年（１９１４年）第一次世界大戦が起こり、ドイツのＵボートの妨害により、英版

の天文暦の入手が遅れ、海軍航海年表の編集に不都合が生じる。大正３年５月以降、独立推

算の必要性を繰り返し上申する。 

・大正６年（１９１７年）海軍航海年表を上・下２巻に分け、潮汐の部分を下巻とする。 

・大正８年（１９１９年）４月、編暦科が新設される。「航海年表の調製・準備・配給及保

管に関することを掌る」とされ、１１名で発足。天体暦（天文暦に同じ）の独立推算の作業

に取り掛かる。 

・大正９年（１９２０年）１０月に水路部令が制定され、第四課となる。以後、予算・定員

が増加。昭和５年度末には職員４２名となる。 

・大正９年（１９２０年）１２月「新高度方位角表」刊行。天文航法において、「航海年表」

と併用して自船の経緯度を算出するための計算表である小倉表、米村表に補助諸表を合わ

せたものである。 

・大正１０年（１９２１年）海軍航海年表から下巻の潮汐部分を分離するとともに、名称か

ら海軍の冠称を廃し、上巻を「航海年表」と称する。また、下巻は「潮汐表」と改称される。 

・大正１０年（１９２１年）９月、太陽位置の実算を完了。順次、恒星・惑星へと拡張し、

大正１１年（１９２２年）７月には大正１４年恒星視位、大正１２年（１９２３年）５月に

は大正１５年惑星視位の実算を完了した。 

・大正１５年（１９２６年）６月「大正１５年航空年表」（内容は同年の後半分）を刊行。
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翌年から１年分の内容で刊行。航空用天測暦として世界初のものであった。 

・昭和５年（１９３０年）１２月に昭和９年用の太陰位置実算を完成。昭和９年版から全編

が水路部独立推算による「航海年表」、「航空年表」が刊行された。 

・昭和８年（１９３３年）から「航海年表」、「航空年表」において、赤経に代えて E という

量（これに世界時を加えるとグリニッジ時角が得られる）を採用して時角の算出を容易にし、

また１５年（１９４０年）「航空年表」、１７年（１９４２年）「航海年表」からは、天体別

配列から日別の配列とし、両年表の利便性を高めた。これらの方式はその後世界の航海暦で

行われているが、日本のそれが最初であった。 

・昭和１５年（１９４０年）天体暦としての精度を有する太陽、太陰、４大惑星の推算が完

成。また、この年の７月から昭和１７年（１９４２年）１１月にかけて、「航海年表」、「航

空年表」と組み合わせて用い、ほとんど計算することなく位置の線を求めるための「航空天

測表」が刊行された。 

・昭和１６年（１９４１年）１２月米国・英国・オランダ等と開戦。 

・昭和１７年（１９４２年）、昭和１８年分について天体暦精度の恒星視位の独立推算を完

成。我が国の推算に基づく天体暦である「昭和１８年天体位置表」を刊行。 

・その後、日食、月食の推算についても改良した方法により昭和１９年（１９４４年）分を

完了。 

・昭和１７年（１９４２年）版から「航海年表」を上巻（天測用の暦）と下巻（補助的天体

位置と日月出没など）に分け、さらに同１９年分から上巻を「天測暦」、下巻を「航海暦」

とした。 

・昭和１７年（１９４２年）「新高度方位角表」は「天測計算表」と改称。 

・昭和１８年（１９４３年）版より「航空年表」を「天測略暦」と改称。 

・昭和１９年（１９４４年）２月、「航空天測表」を「簡易天測表」と改称。「簡易天測表」

は精度をさほど必要としない場合、したがって、主として「天測略暦」と併用して長く用い

られた。一方、高精度な計算は「天測暦」と「天測計算表」によった。 

・昭和１９年（１９４４年）５月、潮汐関係の業務を第四課から第五課に移す。 

・昭和２０年（１９４５年）８月、終戦。 

・昭和２０年（１９４５年）１１月末、水路部の運輸省移管と同時に「第四課」は「編暦課」

と改称。 

・昭和２３年（１９４８年）５月１日、海上保安庁が運輸省の外局として創設され、水路部

は同庁の所属となった。 

・昭和２７年（１９５２年）の分から航海暦の一部を「天測暦」に合集のうえで、航海暦は

廃刊とした。 

・昭和３０年（１９５５年）の IAU（国際天文学連合）決議で、各国の天体暦の基本推算値

は世界の特定の機関で統一計算し、各国これを共同利用するようにとの勧告が出され、昭和

３５年（１９６０年）の天体暦からこれが実施された。特定の機関とは、太陽・月・惑星に

関して英（グリニッジ天文台編暦局）・米（海軍天文台）と恒星に関して基本星表を作成す

る独（天文計算局）であった。これらに基づいて恒星視位、日月出没時刻、日月食予報等は

水路部で計算した。 
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・昭和３５年（１９６０年）天体暦から引数が世界時から暦表時に変わった。 

・しかしながら、指定された機関による統一計算にも各国から誤りや、説明と実際の計算式

との違い等の不備が指摘されるようになった。それで、日本を含む各国で独立推算の気運が

再び高まったが、このたびは入手の困難を心配してというよりも、統一計算を監視しチェッ

クしようという発想からであった。 

・昭和３０年（１９５５年）暦計算のために電子計算機の使用を開始した水路部は、昭和３

７年（１９６２年）には自前の計算機を導入し、編暦課がその運用を行った。電子計算機の

使用は編暦業務を劇的に変化させた。以後の成果はすべて電子計算機があったからこそと

言うことができる。 

・再び暦の独立推算を目指し、日本では水路部と東京天文台（現国立天文台）とが協力して、

原典である太陽・月・惑星の理論に忠実である暦を計算しようと努力を重ねた。 

・昭和４９年（１９７４年）、数値積分による外惑星の位置計算プログラムが完成。 

・昭和５０年（１９７５年）ブラウンの原式にエッカート等による補正を加えたものに基づ

く月の暦のプログラムが井上圭典により完成した。その中に多くの英米暦との差異が発見

されたが、それらはすべて英米暦側の不備によるものであった。 

・昭和５３年（１９７８年）太陽･内惑星について、ニューカムの原式に忠実に基づいた位

置計算プログラムが完成した。 

・昭和５３年（１９７８年）５月、IAU 第 81 回シンポジウム“太陽系天体の力学”が水路

部庁舎において開催され、進士晃（当時水路部参事官）が水路部での独立推算の経過と成果

を発表して賞賛を博した。 

・昭和５５年（１９８０年）版「天体位置表」からは、以上に述べた水路部作成のプログラ

ムによる、IAU（１９６４年）天文定数系に基づく推算値を掲載した。 

・日月食とならんで「天体位置表」では星食（恒星食・惑星食）予報を掲載していた。特に、

惑星食の予報は「天体位置表」だけのユニークなものであった。また、星食については予報

計算だけでなく、観測及びその整約を編暦課で行っていた。その実績は世界が認めるところ

であったが、IAU からの要請を受け、昭和５６年（１９８１年）星食国際中央局をグリニッ

ジ天文台から引き継ぎ、全世界の星食観測データの整約業務を行うこととなった。 

・昭和５８年（１９８３年）４月５日、水路部の組織改正が行われ、「編暦課」は、観測業

務とりわけ測地観測業務が大きな比重を占めるようになっていたことから、「航法測地課」

と改称された。 

・恒星視位計算のための恒星日日数については、水路部では従来から独自の計算方法による

ものを掲載していたが、計算機時代に適合した直角座標恒星日日数を導入し、これを東京天

文台、緯度観測所における観測用に提供していた。この方式を天体暦に採用することが昭和

５１年（１９７６年）に IAU から勧告され、昭和５６年（１９８１年）に英米暦に登場し、

「天体位置表」では昭和６０年（１９８５年）版からそれに切り替えた。 

・昭和４０年（１９６５年）ごろから天文観測の精度の著しい向上が始まった。これに伴っ

て IAU は昭和５１年（１９７６年）、天文定数系の全面的更新、引数の暦表時から力学時へ

の変更、一般相対性理論の考慮等を取り入れて、昭和５９年（１９８４年）版からの天体暦

を抜本的に改訂すべきことを決議した。この決議の完全な実施のためには、劇的に精度を向
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上した天体位置計算の理論式を開発するか、数値積分による全く新しい方式により計算す

ることが要求された。仏暦のみ前者の途を選んだが、水路部としては後者の数値積分による

こととして、それを独立に行うべく作業を始めた。福島登志夫は高精度な数値積分法を開発

するとともに、観測データから積分の初期値を決めて（実際には、そのようにして米国で作

られた暦の数値から決めて）、太陽系の全天体の予報位置を計算する一連のプログラムを完

成させた。 

・そして、昭和５９年（１９８４年）版には間に合わなかったが、昭和６０年（１９８５年）

版から「天体位置表」の内容を IAU の決議に完全に従ったものに改訂した。なお、これに

よって、「天測暦」、「天測略暦」が変更を受けることはなかった。 

・電子計算機は、計算作業の形を変貌させると同時に、計算結果から諸暦の印刷用版下を作

成する過程も変化させた。これについても徐々に開発を進めて昭和６０年（１９８５年）ま

でにはこのプロセスをほとんど完全自動化した。 

・また、電子計算機の発達は、各個人が高度な計算を行うことも可能な時代を招来した。こ

れに対応して簡便な太陽系天体位置計算式を開発し、平成元年（１９８９年）版からの「天

測暦」等の巻末に付録として掲載するとともに、その後、インターネットでも提供を行った。 

・昭和６１年（１９８６年）４月１日、同年８月の打ち上げが決まった測地衛星「あじさい」

の観測に対応するため、「航法測地課」の中に「衛星測地室」が設置された。 

・電子計算機を始めとする電子工学、並びに宇宙工学の発展は、一方で航海の形態をも一変

させた。GPS に代表される衛星航法は天測を不要のものとするに至った。平成１０年（１

９９８年）３月３１日付で一部改正（同年７月１日施行）された船舶設備規程では、衛星航

法装置等、他の位置決定手段を有する場合には、航海暦等を備え付けることを要しないとさ

れ、さらに平成１４年（２００２年）６月２５日付の改正（同年７月１日施行）では、GPS

などの衛星航法装置の備え付けを義務化するとともに航海暦の備置の義務がなくなった。 

・「簡易天測表」は平成１２年（２０００年）末で廃刊とした。 

・平成１４年（２００２年）４月１日、「水路部」が「海洋情報部」と改称されるのと同時

に、「衛星測地室」が廃止され、「航法測地課」は「航法測地室」となり「海洋調査課」に属

することとなった。以後、編暦業務は「航法測地室」で行われることとなった。 

・平成１９年（２００７年）３月、水路部による星食観測が中止され、星食国際中央局も廃

止されてその業務は米国の民間団体 IOTA に引き継がれた。 

・「天体位置表」は平成２２年（２０１０年）版までで廃刊とされ、その内容は概ね、国立

天文台が刊行する「暦象年表」に引き継がれた。 

・平成２５年（２０１３年）５月１５日、「航法測地室」は「海洋防災調査室」と改称され、

編暦業務は引き続き同室で行われることとなった。 

・「天測暦」、「天測略暦」は令和４年（２０２２年）版の刊行を最後に廃刊とされ、令和５

年（２０２３年）１月に「天測計算表」、「天測位置決定用図」も廃刊とされた。これにより、

海洋情報部における編暦業務は終了した。 


